
令和元年度(平成30年度実施事業分)事務事業評価評価票 № 30-037

担当 小川
内線等 519

章：
節：
基本施策：

単位施策：

個別施策：

28年度 29年度 30年度 単位
2 2 2 回

55,161 55,302 57,468 千円
2,666 2,982 2,938 千円
57,827 58,284 60,406 千円
28年度 29年度 30年度 単位
4,057 4,209 4,312 円

298 218 － 円

28年度 29年度 30年度 単位

実績値 39 39 39

目標値 39 39 39

実績値 15 15 15

目標値 15 15 15

実績値 10

目標値 10

妥当 大きい ない
高い ある

大きい ない ―

目標値 単位

39 人

15 人

13 人

Ａ
今後の事業
の方向性

改善推進

特別支援学級に在籍する児童生徒や日本語教育を必要とする児童生徒が増加しており、
支援方法も多様であることから、情報共有をはじめ支援方法に応じた連携がスムーズに
できるよう学校体制を整える。人員配置等については、児童生徒の在籍状況や学校事情
を考慮し検討していく。

課
題
解
決
の
た
め
の
目
標

令和元年度
の目標

成果指標

①学校生活支援員配置人数

②中学校支援員の配置人数

③特別支援学級補助員の充実

⑤成果向上の余地 ※対象・手段の変更

③休廃止の影響 ⑥類似事業の有無 ⑧受益者負担適正化余地

事業の
評価・課題

Ｂ

支援員が各学級において支援を要する児童生徒へきめ細かな指導を行うことで、担任が
学級運営に専念でき、児童生徒が安定した学校生活を送ることができた。また研修会等
を開催し、学校の枠を越えた支援員同士の連携や情報共有を図ることで、充実した支援
が行えるように努めた。

Ｃ
観点別評価

必要性 有効性 効率性

①市の関与の妥当性 ④上位施策への貢献 ⑦コスト削減余地

課
題
の
整
理

②市民ニーズ

成　果

成果指標
①学校生活支援員配置人数

人

②中学校支援員の配置人数
人

③特別支援学級補助員の充実
人

人件費
総事業費

活動単位当たりのコスト
①学校生活支援員の児童・生徒１人あたりコスト
②生徒指導アドバイザーの生徒１人あたりコスト
③

目的を達成
するための
手段・活動

内容

学校生活支援員は小学校の通常学級に配置し、支援が必要な児童の学習、生活支援にあ
たる。中学校支援員は中学校に配置し、学校生活全般の支援にあたる。特別支援学級補
助員は特別支援学級に個別対応が必要な児童が多く在籍する小学校に配置し、学校生活
全般の支援にあたる。

Ｄ

活動結果

活動実績
①支援力向上のための研修会
②

前
年
度
の
活
動
結
果
と
見
ら
れ
た
成
果

③
事業費

第１節　学校教育の充実
１．義務教育

総
合
計
画
と
の
関
係
性
等

（１）確かな学力の育成
②教員・支援員の拡充

根拠法令等 ―

対象・目的
落ち着いて授業を受けられない等、支援を必要とする児童生徒に対して授業、学校生活
の支援を行い、学級運営の円滑化を図る。

PDCA 事務事業名 学校生活支援事業 部課等名
教育部 学校教育課 学校担
当

Ｐ
政策体系

第５章　育ち合い共生を進めるまち


